
黒潮町における個別避難計画作成の取組について
～ NPOなど多様な団体と連携した取組、顔の見える関係があるなどの強みをいかした取組、

地区防災計画と連携した取組～

高知県黒潮町健康福祉課
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個別避難計画作成モデル事業 成果発表会
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＜行政と地域＞

１．作成に向けた決意
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目指す姿・・・犠牲者ゼロ

平成19年度～
「①要援護者台帳」の取組みを実施
⇒対象者・・・１人暮らしで見守りが必要な方、移動に支
援が必要な方、認知症 等

平成26年度～
「②避難行動要支援者名簿」の整備
⇒対象者・・・要介護３以上、障害者手帳２級以上、精神
障害者手帳所持 等

登録者数（平成27年11月5日現在）
登録者数 538 名

情報共有 区長・民生委員・自主防・消防団・警察署(駐在所)・消防
署・社協

対象者数（令和5年2月10日現在）

情報共有 区長・民生委員・自主防・消防団・警察署(駐在所)・消防
署・社協

避難行動要支援者 243 名（同意：194名）

＜民生委員が調整＞

＜地域が中心＞

個別避難計画の作成

更新ができていない
情報が古い
地区では把握できない 等

【①と②を整理し、名簿を一本化】

＜庁内体制の確立＞
・取組の方向性の確認（首長含む）
・部署間連携の強化 等
＜関係機関との連携＞
・福祉避難所協議会
・あったかふれあいセンター
・区長、民生委員、専門職 等

令和４年度～
地域調整会議の実施
【参加者】
区長・民生委員
福祉専門職
あったかふれあいセンター
行政、社協 等
避難訓練の実施
実効性の確保
計画の検証 等

令和３年度

取組の経緯、作成に向けた決意高知県 黒潮町 様式１－２

平成25年度
③戸別津波避難カルテの取組
⇒対象者・・・津波浸水区域にお住まいの世帯

対象者数（平成26年1月現在）

作成世帯数 3,791 世帯
※コニュニティの活性化、避難場所、避難者数、ルート等の把握

町長訓示（抜粋）
・対策を諦め、町の営みを否定するような考え、発言は禁止
・住民の皆さまの命を守る
・全ての職員が当事者



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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地域調整会議の実施
•ケアマネージャーの参加
•あったかふれあいセンターの参加（NPO）
•個別避難計画の作成

お試し避難訓練の実施
•個別避難計画の検証
•医療的ケア児への避難対策

地域との連携
•要配慮者の選定（名簿の精査）
•防災地域担当職員の活用
•地区防災との連携

福祉避難所協議会との連携
•福祉避難所と避難行動要支援者のマッチング
•避難行動要支援者が参加した福祉避難所開設・運営訓練の実施

主体は『地域』
専門職の知識
日頃の関りの様子 等

作成して終わりでない
当事者の意識の変革 等

地区防災計画との整合性
⇒地域としての避難ルール等確認
これまでの取組や関係性を活かす

避難先の確保
⇒受入れる側と避難者が事前
マッチング
⇒福祉避難所の知識向上



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【参考】お試し避難訓練の様子

支援者と避難

①視覚障がい者
自宅～津波避難タワーへ避難

避難タワーへ避難

【本人の感想】
・思ったより避難に時間（余裕）があった
・階段の一段目に足が引っかかる
・避難できる身体を保つ 等
【支援者の感想】
・屋外に出ることができれば、避難ができる
・支援者を増やすことも重要 等

②在宅酸素及び人工呼吸器(夜間)
自宅～自宅付近高台～福祉避難所へ避難

車両避難

電気自動車から電気供給医療機器へ電気供給

計画は作成して終わりではない
訓練は地域を巻き込んで実施する（地区防災）

【家族の感想】
・医療機器の持ちだしの
選定が必要
・地域の支援が欲しい 等
【支援者の感想】
・駐車スペース等の地域のルール作りが必要
・電気自動車を活用して電気供給ができる

＜参考＞訓練実施者
聴覚障がい者
肢体不自由者・・・ 等



令和４年度末時点での課題、結果
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＜今後の取組の方向性＞

【特に成果を得ることができた】

【成果を得ることができなかった】

取組開始時点での課題 取組の中での課題
避難支援等実施者の確保 地域調整会議開催のスピード感
情報収集（マンパワー不足） 地域や専門職の意識の差
福祉専門職の参画等

・避難支援等実施者の確保
・情報収集
・個別避難計画の作成
・個別避難計画の実行性

地域調整会議の実施
（5地区実施）

・関係者が集まることで、
支援者の発見につながった

・専門職が参画することで、
専門知識等が共有できた

・計画を作成し、訓練を実施
していたため、スムーズに
福祉避難所へ避難できた
（台風14号）（5人）

・計画作成26名 等

避難訓練の実施（6名）

・地域調整会議の実施地区数
（当初予定数：20地区）

原因① 新型コロナウイルスまん延
原因② 参加者の日程調整

【成果を得ることができた理由】
・「防災の主体は地域である」という考えの浸透
・訓練を実施し、計画の実行性の確認ができた
・福祉避難所とのマッチングができていた

基本は「防災×地域づくり」
スピード感を持った地域調整会議の実施（40地区予定）、避難訓練実施



○ 避難支援等実施者は、自らと自らの家族の安全を最優先し、安全に避難支援等が
実施できる場合に、避難情報の伝達、安否の確認、一緒に避難することなどの避難
支援等のうち、できることについて、できる範囲で協力していただくものだと考え
ています。

○ 避難支援等実施者に義務や責任を負わせていないことから、自らの安全が確保で
きないときにまで、避難支援等実施者は避難支援等を実施する必要はないというこ
とではないでしょうか。

○ 避難支援等実施者が自分自身や家族の安全が確保できない場合、また、避難支援
等実施者が被災した場合や不在の場合など、個別避難計画どおりに避難支援等が実
施できない状況も起こり得てよいのではないでしょうか。
そして、このような場合に、地区防災計画と個別避難計画の連携が図られ、相互

に補完できる状況にあることは、避難行動要支援者ご本人や避難支援等実施者の安
心につながるのではないかと気付きました。

○ 地区防災計画に取り組まれている状況は、個別避難計画に基づき避難支援等実者
が避難支援等を実施できない場合にも、地区防災計画がセーフティネットとして機
能することが期待できる可能性につながることから、避難行動要支援者ご本人の安
心や、避難支援等実施者の負担感の軽減につながるのではないでしょうか。

○ 個別避難計画は、地域での助け合いなど目に見えない、カタチのない共助も含め
て幾つもある災害時におけるセーフティネットの一つであり、個別避難計画づくり
は、このようなセーフティネットを増やしていこうとする取組の一つなのだと考え
てみてはどうでしょうか。
個別避難計画をこのような性格のものと捉えることで、過度に責任を感じず避難

支援等実施者を引受けていただくことにつながる可能性があるのではないかと感じ
ています。

地区防災計画と個別避難計画に取り組んでの気付き高知県 黒潮町 参 考
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地域調整会議の次第等
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次第 記録1-1



地域調整会議の次第等
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記録1-2 記録1-3



これから個別避難計画の作成に取り組む団体へのメッセージ
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• 庁内連携の確立・・・・・福祉部局と防災部局が連携
• 地域づくり・・・・・・・防災×地域づくり
• 地域調整会議を開催・・・支援者の発見、地区防災と連携
• お試し避難訓練の実施・・実効性の確保

取り組んできた中でうまくいったことを踏まえて

• 地域調整会議の調整・・・関係者は多い方がいいが、その分調整等に時
間がかかる。

取り組んできた中でうまくいかなかったことを踏まえて

ご清聴ありがとうございました。
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